
 
 
 
 
 
 
報道発表資料 

2022 年 3 月 31 日 

成田ケーブルテレビ株式会社 

東日本電信電話株式会社 千葉事業部 

 
成田ケーブルテレビと NTT 東日本が通信設備の不安全状態解消に向けて業務提携を開始 

～ 相互に不安全設備の解消・情報共有を実施します ～ 
 

成田ケーブルテレビ株式会社（千葉県成田市、代表取締役社⾧:市原 徹也、以下「NCTV」）と東日本電信電話株式

会社 千葉事業部（千葉県千葉市美浜区、執行役員千葉事業部⾧:境 麻千子、以下「NTT 東日本」）は、2022 年 4

月 1 日（金）より、電柱から家屋等の建物へつながる引込線や通信ケーブルの垂れ下がり・切断等、通信設備に関わる「不安

全状態解消」について業務提携を行います。 

これにより不安全状態からの早期解消が可能となり、両社は通信インフラの運営・保守を担う事業者として、地域住民等の皆

さまへの安全性の維持・早期確保と、常に高品質で安定した通信サービスをご提供し続けることをめざします。 

 

 

1.背景・目的 
NCTV と NTT 東日本は、両社が各々に管理する通信設備について、不安全な状態を発見した際には、これまで相互に

おける業務連携等の明確な取り決めがない中でも互いに連絡を取り合い、安全性の維持・早期確保に努めてまいりました。 

その中で、2019 年に千葉県地域等を中心とした台風災害による不安全状態の多発を受けたことが契機となり、「地域住

民等の皆さまへの安全性の維持・早期確保」と「事業者相互での業務と稼働の効率化を図るために連携ルール等を整備」す

る必要性といった共通課題が千葉県内で事業を営むケーブルテレビ事業者と NTT 東日本において認識されました。 

こうした背景のもと、インフラの管理・運営・保守を担う電気通信事業者同士が互いに協業することで、日頃における成果と

有事の際でのメリットが見込まると考え、NTT 東日本は 2020 年と 2021 年に「千葉県ケーブルテレビ協議会」等に加盟する

5 社※と業務提携を開始しております。 

NCTV としても、安全性の維持・早期確保という NTT 東日本等と共通した日常的課題と相互の認識・目的等が一致し

たことから、この度の業務提携に至りました。 
 

※株式会社広域高速ネット二九（千葉県佐倉市）、株式会社ジェイコム千葉（千葉県浦安市）、株式会社いちはらコミュニティー・ネットワー

ク・テレビ（千葉県市原市）、株式会社千葉ニュータウンセンター（千葉県印西市）、土浦ケーブルテレビ株式会社（茨城県土浦市） 

 

 

2.内 容 
(1)業務提携内容 

NCTV 及び NTT 東日本が、通信設備における不安全状態を発見した際に、速やかに一時改修措置を実施し、通

信設備を管理する事業者に対して、発生場所と措置内容の情報共有を行います。一時改修措置ができない場合にお

いても、発生場所と不安全状態の情報共有を行います。 



 

（参 考）イメージ 

 

(2)業務提携エリア 

千葉県成田市及び富里市における NCTV の事業エリア（一部地域を除く） 

 

(3)業務提携開始時期 

2022 年 4 月 1 日（金） 

 

 

3.今後の展望 
NCTV と NTT 東日本は今回の業務提携による強固な連携体制を礎として、引込線や通信ケーブルの切断・垂れ下がり等、

不安全状態となった通信設備の早期発見・解消強化に取り組み、地域住民等の皆さまへの安全性の維持・早期確保と、今

後においても常に高品質で安定した通信サービスをご提供し続け、「いつでも・どこでも・だれとでもつながる安心・安全なコミュニ

ケーション」の実現に向けた「つなぐ」使命を「つよく」自覚して行動し、不断の取り組みを強化してまいります。 

 

 

 

 

【本件に関する報道機関からのお問い合わせ先】 
 

NCTV  

担当窓口;営業統括部 関口 

電話番号;0476-22-1001 

E-Mail   ;eigyou_gijyutsu@nctv.co.jp 

 

NTT 東日本 

担当窓口;千葉事業部 企画部 広報担当  北島 

電話番号;043-274-2129 

E-Mail   ;kouhou-chiba-gm@east.ntt.co.jp 

 

 


